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伝統文化の掘り起こしと
海外への情報発信を通じたまちづくり

Everett Kennedy Brown エバレット・ケネディ・ブラウン

一般社団法人　京都会所　代表理事



略歴

著書・論文等

○

取組の内容

2020年　Archaic Future ひとつながりの記憶（Harvest出版）
2020年　京都派の遺伝子　15人の海外クリエイター（淡交社）
2020年　先祖返りの国へ　日本の身体　文化を読み解く（晶文社）
2018年　失われゆく日本 / Japan Endless Discovery（小学館）
2017年　Japanese Samurai Fashion（赤々舎出版）
2015年　匠の流儀: 経済と技能のあいだ（春秋社）

伝統文化の掘り起こしと海外への情報発信を通じたまちづくり

私はアメリカ・ワシントン生まれの写真家、文筆家であり、EPA通信社日本支局長や東京大学の非常勤講師を務
めた経歴を持ちます。その経歴を活かし、諸省庁の文化推進カウンセラーを多く務め、観光庁のインバウンドスローガ
ン’JAPAN ENDLESS DISCOVERY’などの提案を行いました。また、幕末の写真技術「湿板光画」により、日本各
地の人と風景を記録しており、それにより文化庁長官表彰（文化発信部門）を受けました。
現在は、日本伝統文化の発信人という強みを活かし、海外に向けた情報発信やインバウンド誘致、地域全般のま
ちづくりや活性化に全国各地で取り組んでいます。このノウハウは地域の魅力・価値の向上に貢献できると自負して
おります。

湿板光画を撮影する様子 英彦山における修験文化の掘り起こし

1959年　アメリカ合衆国のワシントン.にて出生。アンティオーク大学文化人類学学科卒業
1988年　日本に定住。EPA通信社の日本支局を設立し、支局長を務める
1999年　日本内閣府、メディア戦略顧問に就任
2007年　日本内閣府、国際イメージ・ブランディング・プロジェクト顧問に就任
2010年　経済産業省クールジャパン 官民有識者会議委員諮問会議メンバーに就任
2011年　湿板写真を撮り始め、湿板写真を通じて「時を超えた日本」の記録に取り組む
2013年　文部科学省顧問に就任
2015年　観光庁、東北地方観光推進顧問に就任
2020年　日本の伝統と現代を結びつけることを目的に「一般社団法人 京都会所」を設立
2022年　現在は京都市在住。執筆活動のほか講演を定期的に行う



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

私は幕末の写真技術「湿板光画」により、日本各地の人と風景を記録しており、それにより文化庁長官
表彰（文化発信部門）を受けました。また、諸省庁の文化推進カウンセラーを多く務め、観光庁のインバウ
ンドスローガン’JAPAN ENDLESS DISCOVERY’などの提案を行いました。また、滋賀県大津市において
「びわ湖大津PR大使」、島根県において「ふるさと親善大使遣島使」、京都府や広島県において「観光
推進顧問」に就任するなど、各地で取り組みを行っています。

日本には各地域に皆さんが見過ごしがちな素晴らしい伝統文化が多数あります。これを活用し、一過性
の地域活性化でなく、将来に伝統文化を継承していく好循環を生み出すことを心掛け、地域に入り込
み、伝統文化を掘り起し、効果的に情報発信する活動に取り組んでおります。

　私は数多くの地域プロデュースに関わってきており、地域に長期滞在し、地域の強みを深堀りしたうえで
のプロデュースをスタイルとしています。特に以下の分野を中心に継続的なコンサルティングや知見の提供を
行いたいと考えています。
①町おこし伝統文化のコンサルティング業務②海外に向けての情報発信③写真撮影の企画・宣伝広告



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化

6次産業化 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 商店街活性化

地域中核企業等の支援 その他

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

地域交通 地球温暖化対策

その他

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

その他 その他

地区防災計画 ○ インバウンド対応

BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 DMOとの連携

避難所運営 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 ○ その他

○ 滞在・活動の場づくり 起業・事業承継等支援

地域おこし協力隊の推進 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

その他 ○ その他

働き方改革 ふるさと教育

子どもの貧困対策 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

官民連携（PPP・PFI） ○ メディア活用策

自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） ○ 地域ブランディング

住民参加 その他

その他

メールアドレス contact〔アットマーク〕kyotokaisyo.org

一般社団法人 京都会所 https//www.kyotokaisyo.org
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